
■中小企業強靭化推進補助金

▼ ▽Aコース　新たな事業展開やビジネスモデル構築な
どを目的に行う、製造現場強靭化、新技術開発、商品開発、
企業間連携強化などに要する経費 ▽ Bコース　デジタル化
や生産性向上のために導入する設備などに要する経費

▼補助額　補助対象経費の3分の2以内で、Aコース1000
万円、Bコース300万円が上限

▼受付期間　4月4日～5月20日

▼その他　要事前相談。中小企業診断士による審査で採
択企業決定
※�認証制度などの取得とカーボンニュートラルの実現に向
けた取り組みの実施による審査加点あり

■中小企業受注拡大支援補助金

▼ 　ホームページ作成、SEO対策、製
品PR動画作成、製品カタログ作成など
に要する経費

▼ 補助額　補助対象経費の3分の2以内
で20万円が上限

▼受付期間　4月4日～5月13日　※公募期間内に予算額
以上の申請があった場合は抽選

▼その他　SEO対策を実施した場合、優先採択

■ダイバーシティ経営推進補助金

▼ 　女性や障がい者が働きやすい職場環境を整備する
ために必要な経費

▼補助額　補助対象経費の3分の2以内で80万円が上限

▼受付期間　4月4日～5月13日
※公募期間内に予算額以上の申請があった場合は抽選

■中小企業活性化事業補助金

▼ ▷①見本市等出展事業　見本市出展に要する経費
(オンライン見本市を含む)▷②経営アドバイザー事業　
(公財)神奈川産業振興センターが実施する経営アドバイ
ザーに支払う経費▷③産業財産権取得事業　産業財産権
の取得に要する経費▷④企業間及び産学公連携事業　新
技術・製品の共同研究などのために要する経費

▼受付期間　4月1日から(予算の範囲内で申込順)

▼その他　補助額などの詳細は市 を確認

■ものづくり人材育成補助金

▼ 　市が指定する研修機関で受けた研修受講料

▼補助額　補助対象経費の2分の1以内で1社20万円が上限

▼受付期間　4月1日から(予算の範囲内で申込順)

　市内の製造業を営む中小企業の持続的な事業展開を支援するため、次の補助制度を実施します。
工業振興企業誘致課にある申請書(市 からダウンロード可)に記入し、必要書類を添えて、各補助金の受付期間に

〒252-1192市役所工業振興企業誘致課へ郵送か直接
同課☎70･5661

　次のとおり市職員を募集します。受験案内・申込書配布は職員課(土・日曜日は市民課)、保健福祉プラザ(市 から
ダウンロード可)。詳細は受験案内を見てください。
職員課☎70･5607

市職員(行政・土木)
4月4日～11日に市 から電子申請か簡易書留

市職員［土木・建築・機械(設備)・電気・行政福祉］【民間企業等経験者】
市役所会議室など 表のとおり。市 から電子申請か簡易書留

試験区分
(レベル)

採用予定
人数 受験資格 採用予定時期 第一次

試験日

行政・既卒者
(大学卒程度) 15人程度 平成4年4月2日～平成12年4月1日生まれで、

最終学校を既に卒業した方 7月1日以降 4月28日～
5月6日

全国のテストセ
ンター試験会場

土木
(大学卒程度) 4人程度

平成4年4月2日～平成13年4月1日生まれで、
学校教育法に規定する大学の土木に関する学
部か学科を卒業した方（来年3月末までに卒業
見込みを含む）か、同程度の知識を有する方

7月1日以降
※�来年3月末までに卒
業見込みの方は、
来年4月1日以降

5月8日 市役所会議室
など

試験区分
(レベル)

採用予定
人数 受験資格（①〜③全てを満たす方）

土木
(大学卒程度) 若干名

①昭和62年4月2日以降生まれ
②学校教育法に規定する高等学校以上の土木に関する学部か学科を卒業
③�民間企業や公共機関などにおいて、土木工事の計画、設計、施工管理などの職務経験を通算
5年以上有し、土木施工管理技士2級以上の資格を有する

建築
(大学卒程度) 若干名

①昭和62年4月2日以降生まれ
②学校教育法に規定する高等学校以上の建築に関する学部か学科を卒業
③�民間企業や公共機関などにおいて、建築工事の計画、設計、施工管理などの職務経験を通算
5年以上有する

機械(設備)
(大学卒程度) 若干名

①昭和62年4月2日以降生まれ
②学校教育法に規定する高等学校以上の機械(設備)に関する学部か学科を卒業
③�民間企業や公共機関などにおいて、機械(設備)工事の計画、設計、施工管理などの職務経験
を通算5年以上有する

電気
(大学卒程度) 若干名

①昭和62年4月2日以降生まれ
②学校教育法に規定する高等学校以上の電気に関する学部か学科を卒業
③�民間企業や公共機関などにおいて、電気工事の計画、設計、施工管理などの職務経験を通算
5年以上有する

行政福祉
(大学卒程度) 若干名

①昭和52年4月2日以降生まれ
②社会福祉士、精神保健福祉士、主任介護支援専門員のいずれかの資格を有する
③�民間企業や公共機関などにおいて、福祉に関する相談業務、支援業務などの職務経験を通算
10年以上有する

各
試
験
区
分
共
通

申込期間 第一次試験日 採用時期

6月1日～30日 7月 10月1日

7月1日～9月30日 10月 来年1月1日

10月1日～12月31日 来年1月 来年4月1日

頑張る“ものづくり”中小企業を支援する各種補助金を実施

市職員を募集します

　本市には3月1日時点で、4170人48カ国とさまざま
な国籍の外国人が生活しています。外国人比率は4.9％
です。
　現在、市では3回目のコロナウイルスワクチン接種対
象者に接種クーポン券を送付しており、外国人市民も日
本人と同じように接種予約ができるように、多言語対応のコールセンターも設置しています。対応言語は13
言語で、母国語でのワンストップ予約や、日本語のコールセンターに接続し3者通話機能を利用することで、
日本人と同じように予約以外の質問などをすることができます。
　多言語での予約対応の結果、2回目の接種率は、2月28日時点で日本人・外国人共に8割以上と高い接種
率になっています。

ワクチン接種予約の多言語対応について 市民活動推進課☎70・5657

8 9広報あやせ
2022.4.1

広報あやせ
2022.4.1


